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第4回リユース促進に向けた懇談会
説明資料

株式会社マーケットエンタープライズ

証券コード 3135

会社案内動画

https://www.marketenterprise.co.jp/journal/202310064936.html


目指す姿

社名の由来：

マーケット（市場）をエンタープライズ（冒険的創出）すること

※当社のパーパスは社名の由来と長期ビジョンによって表現されています。
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受賞歴 ・デロイトトウシュ トーマツ リミテッド 日本テクノロジーFast50

(2015, 2016, 2017, 2020)

・デロイト アジア太平洋地域テクノロジーFast500 (2015, 2016, 2017)

・中小企業基盤整備機構 Japan Venture Awards中小機構理事長賞 (2015)

・新日本有限責任監査法人 EY Entrepreneur Of The Year 2013 Japan

・ヤフオク! Best Store Awards 総合グランプリ（2017, 2018, 2019）

・リンクアンドモチベーション モチベーションチームアワード(2020)

会社概要

社名 株式会社マーケットエンタープライズ

設立 2006年7月7日(事業開始・2004年11月1日)

事業内容 ネット型リユース事業、メディア事業、モバイル通信事業

資本金 3億3,241万6,200円(2024年6月末現在)

役員 代表取締役社長(CEO) 小林 泰士

専務取締役(COO) 加茂 知之

常務取締役(CFO) 今村 健一

社外取締役 寺田 航平 寺田倉庫株式会社 代表取締役社長CEO

社外取締役 原田 典子 AI CROSS株式会社 代表取締役

常勤監査役 山﨑 眞樹

監査役 野田 優子 野田綜合Ｍ＆Ａコンサルティング（株）代表取締役

監査役 伊藤 英佑 公認会計士 伊藤英祐会計事務所 所長

監査役 大井 哲也 弁護士 TMI総合法律事務所 パートナー

本社所在地 〒104‐0061 東京都中央区銀座1-10-6 銀座ファーストビル2階・3階 (受付3階)

従業員数 722名(アルバイトスタッフ含む) ※2024年4月現在

上場市場 東京証券取引所 プライム(証券コード：3135)

関連会社 株式会社MEモバイル

株式会社MEトレーディング

株式会社UMM

MARKETENTERPRISE VIETNAM Co., Ltd
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一般社団法人日本リユース業協会 会長



沿革

3

(予定)
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持続可能な社会を実現する最適化商社をビジョンに掲げ

デジタルマーケティングでの集客力を強みに多角的に事業を展開

事業概観
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個人向けリユース事業

全国対応の総合ネット買取サービスを運営

インターネット経由での買取依頼数は45万件。販売実績日本一(ヤフオク!2024年 年間ベストストア受賞)

https://www.takakuureru.com/

高く売れるドットコム

累計利用者数 ※1

依頼数 ※2

790万人

45万人
※1 2024年6月現在までの利用者数

※2 2023年度の依頼数合計

●取り扱いジャンル

●受賞歴
ヤフオク! 『ベストストアアワード』
・「年間ベストストア」1位（2017年、2018年、2019年、2024年）
・「家電部門」1位（2014年、2016年、2017年、2018年、2019年、2020年、2021年、2022年、2023年）
・「PC、スマホ部門」1位（2015年、2016年、2017年、2018年、2019年、2020年、2021年、2022年、2023年、2024年）
・「DIY、農業機械部門」 1位（2017年、2018年、2019年）
・「住まい、インテリア部門」1位（2016年）
・「楽器、機材部門」１位 (2023年)

『シンプルスタイル大賞2021』一般社団法人ハウスキーピング協会
・「シンプルスタイル大賞」特別賞 他

●購入時の保証サービスで安心を提供

●多彩な買取方法を提供

宅配買取 店頭買取 出張買取

5

https://www.takakuureru.com/


個人向けリユース事業

●多数の企業様と提携し、サービスの拡大や販売促進など新たな価値を創出

●マーケティング、コールセンター、物流センター、基幹システムを内製化 安心のリユース体験を提供

‐買取サービス協業‐ ‐会員向けサービス協業‐

‐メーカー買取協業‐ ‐リユース協業‐
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国内で不要になったの農機具を買取

自社ECを通じて安価で高品質(Used in Japan)な品を

国内・海外81ヶ国の農業従事者へ販売

マシナリー(農機具)事業

https://www.noukigu-
takakuureru.com/

農機具高く売れるドットコム

年間依頼数 ※1 1.2万件

※1 第17期 依頼件数実績 ※2 2024/3/31 現在

https://ummkt.com/

UMM 中古農機具市場

農家会員数 ※2

13億円流通取引金額（GMV）※2

事業会員数 ※2 980事業者

1万名

https://farm-mart.jp/en

海外向けECサイト

登録者社数 ※ 918社
※ 2024/3/31 現在
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●中古農業機械の流通活性化や新規就農者支援を目的とした取り組み

●各国の大使館の視察

マシナリー(農機具)事業：自治体や開発途上国での取り組み

●外務省 令和6年度アフリカ貿易・投資促進官民合同ミッション出席

●JICA 2024年度中小企業・SDGsビジネ
ス支援事業 ニーズ確認調査 採択

写真：(左）三澤康 駐タンザニア日本大使 (中央左）藤井比早之 外務副大臣(中央)タンザニア カ
シム・マジャリワ首相(中央右）コサト・デイビッド・チュミ タンザニア連合共和国外務・東アフ
リカ協力副大臣(右）バラカ・ハラン・ルヴァンダ駐日タンザニア連合共和国特命全権大使

2022年12月21日福島市の廃棄物削減と循環型
社会の形成を目指し連携協定を締結

2024年2月22日 茨城県県西市長会との循環型社会構
築に関する包括連携協定
(結城市・古河市・下妻市・常総市・笠間市・筑西
市・坂東市・桜川市)

●外務省管轄JICA(JICE) 主催の

インターンシップ受け入れ
（参加留学生／エジプト、ナイジェリア、マラウイ）



おいくら事業：自治体との連携

売却したいリユース品の情報を登録するだけで、全国の事業者へ一括依頼と

最適な買取先の選択が可能。住民の行動変容を促し、行政・環境課題を解決

https://oikura.jp/lg/

おいくら 自治体様向け
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人口カバー率※1 41% ※1 ※２ 2025/4/22現在

連携自治体数※2 253箇所
加盟店数 1,000店

年間依頼数 20万件
※TEL、Web依頼含む2023/7/1～2024/6/30実績

※2025/1/29現在



ホームページ掲載（名古屋市） 自治体専用ページ（弊社作成）

自治体のゴミ案内等のHPでリユースを啓発
ごみカレンダーや出し方・分
け方マニュアルへの掲載

深谷市の掲載例

チラシの同封や窓口での配布 LINEやAIチャットボット、アプリ等で自動案内

埼玉県坂戸市：全戸配布 西宮市：公式LINE 墨田区：AIチャットボット

広報市への掲載

神戸市：市内報

おいくら事業：自治体での取り組み事例

※環境省「令和4年度使用済製
品等のリユースに関する自治
体モデル実証事業」に選定

依頼数

品数数

大型品

※自治体のHPやアプリ、刊行物などを経由しておくらいに査定依頼をいただいた累計実績（21年6月～23年5月31日）

約21,251件

約43,802品

約70%
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楽器寄附ふるさと納税の取り組みについて

全国26自治体が参画。不要になった楽器を集め学校などへ寄贈

寄付者は査定額に応じた税還付を受けることができる取組

https://www.gakki-kifu.jp/

楽器寄附ふるさと納税 自治体のPR募集楽器

感謝の手紙楽器を使ったコンサート

約1,604件

累計査定件数

約724点

累計寄付点数

※2018年10月～2023年3月末現在

＜参画自治体＞

北海道留萌市、北海道東神楽、秋田県湯沢市、茨城県笠間市、茨城県鹿嶋市、茨城県行方市、埼玉県川越市、埼玉県本庄市、埼玉県北本市、埼玉県日高市、東京都調布市、千葉県富津市、福井県、愛知県豊橋市、

愛知県春日市、愛知県日進市、愛知県豊山町、三重県いなべ市、長野県小諸市、京都府亀岡市、京都府精華町、香川県かがわ市、長崎県松浦市、大分県杵築市、大分県豊後大野市、鹿児島県鹿屋市

[2020年 総務省 ふるさとづくり大賞 地方自治体表彰]
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官民で推進すべき３つの重点課題

① リユース未経験者層の掘り起こしと信頼性の担保
・行政との連携強化による普及促進

・安心、安全にリユース体験ができる認定事業者制度の構築（リユース検定の活用）

（リユース検定：総受験者数：26,174名 リユース営業士：12,359名 *2025年3月までの累計）

・古物営業許可の取得に関する課題(外国人対応・更新制度)

・生活支援としても有効でありサステナビリティ観点からの再評価

②リユース産業の国際展開と輸出産業化への推進
・『Used in Japan』の信頼性を武器にしたリユース製品の輸出と拡大に向けた支援強化、外貨獲得

③人口減少・高齢化への取り組み推進
・持続可能な『循環型物流モデル』の確立、支援（自宅からの持ち出し・輸送）
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持続可能な社会を実現する

最適化商社
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